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現代 日本 における 「欧米型」 フリースクールの
変容 に関す る社会学的考察

京都市における事例Zを とお して

森 田 次 朗

1.は じめ に

1-1先 行研究の整理 と本研究の 目的

1990年 代以降、先進諸国を中心に、国民国家による 「公教育 を通 した国民統合 というメ

カニズム」が揺 らぎを見せるにつれ、国家や行政機 関の全面的な主導 によらない 「オルタ

ナティブ」な教育形態が大 きな関心 を集めてい る(永 田2005;藤 田2005)。 こうした潮流

のなか、1990年 代 中頃以降、 日本社会においても、学校教育法上の認可対象外であるリー

スクールが、既存の学校制 度に代 わる一つの教育施設 として急速に注 目され始めている

(東京 シュー レ編2000;日 本青少年育成協会編2004;学 び リンク編2005)(図1、 図2参

照)。

その一方で、従来のオル タナティブ教育研究では、日本社会におけるフリース クールは、

1)欧 米社会 に系 譜を もつ フリースクール(以 下、 「欧米型」フ リース クール)と 、2)

「不登校」児童生徒支援の場 という日本独 自の特徴をもつ フリースクール(以 下、「日本型」

フリースクール)と の2類 型に大別 されて きた。そ して、前者の 「欧米型」 フリースクー

ル と比較 した場合、後者の 「日本型」 フリースクールは、特殊かつ後進的なものだ として

批判 されてきた(堀1997;沖 田1998;坂 本2003)。 たとえば、1980年 代以降、「不登校(登

校拒否)」 が 「社会問題化」す るなか誕生 した とされる 「日本型」 フリースクールは、「不

登校」児童生徒が学校へ と復帰す るための、一時的な受 け入れ先だ という点で、「学校制

度の補助的な機能 を果 たす民 間施設」で しかない とされる(沖 田1998)。 これに対 し、20

世紀前半以来の教育改革の伝統や、1960-70年 代の対抗文化の なかで成立 してきた 「欧米

型」 フリースクールこそが、真 に 「自由な学校」 を実現できる ものだと評価 されて きたわ

けである(田 中1988;堀1985;Miller2002)。
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しか しなが ら、これ ら先行研 究では、たんなる教育活動であるだけでな く、政治運動 と

して も制度変革を求める 「欧米型」 フリースクール像 を称揚 したうえで、「欧米型」ブリ

ースクールの類型 を演繹的 に事例へ と適用す る ことに力点が置か れている。その結果、

1992年 に文部省(当 時)に より民間施設 に対する 「出席扱い」が認め られるなど、国家や

行政機関による教育施策のあ り方が弾力化 しつつあ るなかで、1)「 オルタナティブ」 を

目指す民間教育施設 を排除するよりも、む しろそれらを包摂す るような、公教育制度側 の

構造転換 を見逃 してしまう。それ と同時に、2)こ うした公教育制度側の構造転換 に対応

して、 日本社会におけるフリースクール自身が、 どの ように変化 しているか とい う変容過

程 に関す る視座 もまた見落 されて しまう。 したがって、本研究の 目的は、 フリースクール

において実施 したインタビュー結果 をもとに、日本社会における教育施策の転換過程 を概

観す ると同時に、 これまで学校制度の代替施設 として肯定的 に評価 されてきた 「欧米型」

フリースクールの変容過程 を分析することで、先行研究では見落 されて きた、既存 の学校

制度の 「オルタナティブ」 を志向する教育実践が もつ可能性 と限界について考察すること

である。

1-2本 研究の調査概要

最初に、本研究が事例 としてフリース クールZを 選択 した理由を説明すると、 フリース

クールZは 、代表者であるYさ ん(58歳)が1980年 代 にアメ リカ合衆国でのフリースクー

ル運動に影響 を受け、1990年 に京都市で設立 したものだとい う点で、 「欧米型」 フリース

クールの典型 とみなす ことがで きる。 と りわけ、経済的な理 由によ り存続が危ぶまれるこ

とが多い民間教育施設 としては(国 立教育政策研究所2003)、18年 もの実績 をもつ点で、

フリースクールの変容過程を考察するための事例 として最適だと考 えられるm。

次に、具体的な調査 デー タにつ いては、2006年9月 か ら11月 にか けて実施 した参与観察

(2日 間)の 結果 と、代 表者1名 への インタビュー結果を使用す る。なお、調査対象につ

いて、調査上の制約か ら、生徒 自身に対する直接 的な聞 き取 り調査 は実施 していない。 ま

た、調査当時のフリースクールZの 全生徒数は7人 で(小 学校低学年か ら14歳 まで)、Yさ

んを含めたスタッフの数 も7人 であった ω。

〔11フリースクールZは
、1995年 に、フリースクールZの 生徒達自身が、京都府と京都市に対して公費助

成に関する陳情書(「公教育ではない学びを選ぶ子どもたちへの公費助成を求める陳情書」)を提出したことがあ

るように、子どもの教育権について積極的な発言を行っている。とりわけ、Yさ んは、「不登校という発想自体

がない」と話したり、「オルタナティブというのは、メインストリームが名づけた名称です」と話したりするよ

うに、フリースクールZを 「一つの学校」として明確に位置づけている。
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最後に、 フリースクールZが 掲げる教育理念(「 教育 目標」)を 見てみると、1)か げが

えのない自分 に出会 う(お 互いの存在 を大切にで きるよう、多様 な価値観 を認めあ う)、

2)自 己決定 しようとする意志 と力を身につける(ひ と り一人の可能性 をのば し、 自分の

納得で きる生 き方 を模索する)、3)よ い人間環境をつ くる(人 間同士の信頼関係 を大切

に し、なごやか な愛 に満 ちた集団の中で育つ)、4)豊 かに まなぶ(学 ぶこ とは楽 しいこ

とであ り、「学歴」 という価値に縛 られ ない)と いう4つ の目標が掲 げられている 〔31(HP

より引用)。

図1年 別 にみ たフリースクール設立数の 図21984年 から2006年 までの見 出 し語

変化(2002年 時点)(N=63)「 フリースクール」に関する件数の増減

出典(図1)国 立教育政策研究所(2003)よ り作成 出典(図2) 「朝日新聞』記事の検索結果 団

2.現 代 日本 におけるフ リースクールの成立に関する社会的背景

事例分析 に入 る前に、1980年 代以降、 日本 においてフリースクールが増加するにいたる

社会的背景を、文部科学省をはじめとする行政機関による教育施策との関連から整理す

る 。

{21フリースクールZの 一週間の活動内容について見ると
、月曜日は新聞づ くり・ハイキング、火曜

日は基礎学習 ・農作業、水曜日はリーダーミーティング(と 中の会)、 木曜日はスポーツ ・お話会、金曜日

は料理実習 ・自然の中で遊ぶ、となっている。
{3)なお
、フリースクールZに 関する教育委員会からの 「出席扱い」については、「認めてもらってい

る子とそうでない子がいる」ということである。
`4レ本研究で扱 う新聞記事検索結果(「 聞蔵」)は

、朝日新聞記事について、1984年 か ら2006年 まで

「見出し語」に限定 して行ったものである(地 方版ふ くむ)。 なお、1984年 以前の縮刷版においても、「見出

し語」に 「フリースクール」という語をふ くむ記事は一切見られない。
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2-1戦 後教育施策の変容1980年 代までの概観

あらためて指摘す るまで もな く、 日本国憲法 と教育基本法(2006年 に改正)を 根幹 とす

る戦後の教育制度は、1947年 に導入 された。その結果、中学校 までが 「義務」教育である

「6・3・3制 単線型」の制度が発足することになる。

この ような教育体制は、高校三原則や公選制教育委員会制度のように、「反改革」 と呼

ばれる反動的な潮流のなか数々の修正 をともないつつ も、6・6・3制 や義務教育制 とい

った教育機会均等の理念を保障する大枠 は維持 され、 日本社会のなか に定着 してい くこと

になる(5)(寄 田 ・山中2002)。

しか し、1970年 代か ら1980年 代にかけて、未曾有の 「大衆教育社会」化が進行 してい く

につれて(苅 谷1995)、 学校制度 をめ ぐる 「学校問題」や 「問題行動」が指摘 され始め る。

た とえば、「校内暴力」や 「い じめ」、「登校拒否」 などである。こう した 「学校 問題」に

関心が集まるなか、1984年9月 に、中曽根内閣(第 二次)に おいて、 日本 における 「第三

の」教育改革 ㈲ という名の もと、従来の中央教育審議会(中 教審)と は独立 した、首相

直属 の臨時教育審議会(通 称 「臨教審」)が 設置 される。ここで、 「第三」 とは、「第一の

改革」 としての明治期 における学校制度の創設、 「第二の改革」 としての戦後改革 と比較

したうえで、臨教審が実施する改革の斬新 さを三つ 目のそれ と位置づけたわけである(寄

田 ・山中2002)。

なるほ ど、臨教審が打 ち出 した改革 を、学制や戦後教育改革 と並列することを、たんな

る政治的なアピールやマニフェス ト以上の何 もので もない、 と考 えるこ とは簡単である。

しか しなが ら、政策 として実現 されたか どうか は別に、内容それ 自体 を検討 した場合、こ

の改革の性質は他の2者 と比べ、 きわめて異質なものだ と考えられる。なぜな ら、臨教審

発足以前の従来の改革が、教育におけるまった く新 しい枠組みを創 出することに力点があ

ったのに対 し、1980年 代以降の教育改革 とは、高等教育の進学率が一定の拡大 をみせ たあ

と、既存 の制度を 「再構造化」す ることに力点があったか らである 〔7)(藤田1997)。 そ し

㈲ たとえば、その定着の過程は、進学率の急激な上昇に見ることができる。 まず、1950年 代 から

1970年 代 にかけて高校進学率が急上昇し、ついで大学 ・短大進学率も1960年 代後半以降上昇 した。 とりわ

け、新制高校が1947年 に発足した際に約43%だ った高校進学率は、1970年 代半ばには90%を 越 え、いわゆ

る 「準義務化」 とでもいうべ き段階に突入する。また、大学 ・短大進学率 も、1950年 代 までは10%程 度で

あったのが、1970年 代 には40%を こえるようになり、2005年 現在では50%を こえている。
151た しかに、臨教審の改革は、財界の自由化路線と文部省の管理統制路線との 「妥協の産物」と称

され、「国家主義的」、「能力主義(個 性重視)的 」、「市場原理主義的」などと様々に形容されるものの、ブ

リースクールを扱う本研究としては、その市場原理主義的側面に注目する。
17)たとえば

、臨教審は、1985年 か ら1987年 の 第四次答申(最 終答申)ま でに合計4回 の答申を提出

しているが、そのうち最初の 「教育改革に関する第一次答申」(1985年6月)に おいて、「国民がその解決

Kyoto Journal of Sociology XV / December 2007



森田:現 代日本における 「欧米型」フリースクールの変容に関する社会学的考察 173

て、臨教審が打 ち出 した 「教育改革」 に関す る方向性 は、当時政治 ・経済の領域 において

議論 されていた 「市場原理の導入」あるいは 「自由化」の路線 とあいまって、1990年 代以

降の改革の特徴 を規定す ることになる(藤 田1997)。 た とえば、臨教憲の議論は、1992年

に部分的に導入され、2002年 に完全実施 にいたる週休五 日制や、今 日話題の学校選択制に

関する議論の先鞭をつけた と言えるだろう。

この ように、1980年 代 フリース クールが増加するにいたる時代背景 とは、戦後量 的な拡

大をみせた 日本の教育体制が、「制 度疲労」 に直面 したという現状認識か ら、教育制度の

再検討を要請す る潮流が高 まりつつあった状況だ と言 える。

2-2「 通知」による出席扱いの弾力化一1990年 代以降

フリースクールが注 目を集めるようになる際、重要な転換点 となったのは、1970年 代以

降の 「登校拒否」(「不登校」)児 童生徒 の増加 を受 け(図3参 照)、1990年 代 に入 りフリー

スクールを含む民間施設 に対 し、指導要録上の 「出席扱 い」が認め られるようになった点

である。たとえば、同年9月24日 付で都道府県教育委員会宛に出された、「文部省初等中

等教育局長通知」(以 下 「通知」 と表記)の なかで、学校制度 と 「関係機関等 との連携」

の必要性が強調 される。本 「通知」では、「登校拒否児童生徒が、学校外の公的機関や民

間施設において、相談 ・指導を受けている場合の指導要録上の出席の取 り扱 い」について、

次のように言及されている。

登校拒否児童生徒のなかには、学校外の施設において相談 ・指導を受け、学校復帰への懸命の

努力を続けている者もおり、このような児童生徒の努力を学校として評価し支援するため、我が

国の義務教育制度を前提 としつつ、一定の要件を満たす場合に、これら施設において相談 ・指導

を受けた日数を指導要録上出席扱いとすることができることとする。

ここで、何 よりも注 目すべ きは、文部省による民間施設への認定内容が、欧米社会の事

例、 とりわけアメリカ合衆国の フリースクールの ように、 ラディカルな教育制度の変革を

志 向する ものではけ っしてない という点 であ る。つ ま り、「通知」 は、あ くまで 「義務教

育制度を前提」 した うえで、「登校拒否問題への対応」 とい う場合 にか ぎって、民間施設

に対する出席扱いを認め るものであ り、広 く学校教育法外の 「学校」の創設に対 し、文部

省が柔軟な姿勢をと り始 めたわけではない。事実、出席扱いの 「要件」 としては、「学校

を強く求めている教育荒廃の病理現象」に対し、「その背後にある要因を深く掘 り下げて、改革のための総

合的、基本的な考え方を改めて指摘すること」を打ち出した。
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への復帰 を前提 とし」、かつ 「登校拒否児童生徒の 自立 を助けるうえで有効 ・適切 と判断

された場合に」のみ、校長の権限において出席扱いが認定 されている。

しか しなが ら、翌1993年 には、民間施設への通学 ・通所 に対 して通学定期券の発行が認

定される ようにな り、 これ以降、民間施設であるフリースクールに注 目が集まるようにな

る(8)。 とりわけ、 こうした行政機関による民 間施設へ の対応 を政策 として現実化 したもの

が、1998年 か ら実施 された 「スクーリング ・サポー ト・プログラム」(SSP)と 、それを

引 き継 いで2002年 に実 施 され たスクー リ ング ・サポー ト ・ネ ッ トワー ク整備事業(9)

(SSN)と 呼ばれる財政支援制度である(10}。このSSNは 、「不登校児童生徒の早期発見 ・早

期対応 をは じめ、 より一層 きめ細かな支援 を行 うため、教員や指導員の研修、家庭への訪

問事業な ど、不登校対策に関する中核的機能 を充実 し、学校 ・家庭 ・関係機関が連携 した

地域 ぐるみでのサポー トシステム」である。そ して、これ らネッ トワークのなかに、学校

や教育支援セ ンター(適 応指導教室)の ほか、フリースクールを含む民間施設が位置づ け

られる。

ここまでを整理すると、文部科学省は、すでに1994年 か ら児童生徒 の 「問題行動等の未

然防止や早期発見、早期解決」 を目的として、臨床心理士 を中心 に 「心の専 門家」 として

のスクールカウ ンセラーを、各公立学校に配置す ることを進めていた。 これ に対 し、1990

年代後半 から、文部科学省(文 部省)は 、学校 内という枠 内をこえて、 フリースクールを

含む民間施設が必要 とする経費を、国が補助す るとい う仕組み(SSN)を 整備 した。その

結果これ以降、「不登校」に関す る研究委託 とい う形式の もと、行政機関に よるフリース

クールへの教育施策上の支援が、積極的に実施 されてい くことになる。

〔8)もちろん
、「通知」に対 しては、「出席になるのならフリースクールに通いなさい、というプレッ

シャーが増し」たというような否定的な意見があるものの、本研究では、「草の根」の民間施設だとみなさ

れてきたフリースクールと、行政機関との相互関係に注目するという観点から、「通知」 を重要視 してい

る。
{91なお
、2003年 度予算額は8億5100万 円、2004年 度予算要求額は10億5700万 円 となっている。

qOlこの ような 「不登校」支援のネットワーク体制が進行するにあた り
、2002年 に設立された 「不登

校問題に関する調査研究協力者会議」の存在はきわめて大きかったと考えられる。 この会議は、公立の小

中学校校長をはじめ、PTA全 国協議会副会長や医師達から構成されるものであり、社会学からは、森田洋

司が2002年 に副主査をつとめた。
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図3不 登校 児童 生徒 数の全 児童生 徒数 に占め る割 合の 推移(1966年 度 から2005年 度 まで)

出典:文 部科学省、1999-2〔〕04、「児ド1{:生徒 の問題そ∫動等生徒指導 ヒの諸問題に関する調査(届 出統計)一

(http://www.mext.go..jp/b menu/toukei/001/index3I.htm, 2007.09.04),

3.事 例分析 フリースクールZの 設立経緯 とその変容過程

それ で は、 フ リー ス クー ルが注 目を集 め るに いた る社 会的背 景 を確 認 した うえで 、 ブ リ

ー スクー ルZの 事例 に も とづ き
、 「欧米 型」 フ リー ス クー ルの 変容過 程 につ いて 分析す る。

3-1フ リー スク ールの設 立 経緯

以 ドで は 、 フ リー ス クー ルZの 代 表 者で あ るYさ ん(58歳)へ の イ ン タ ビ ュー 結 果

(2006年11月15日 実 施)を も とに、 フ リー ス クー ルZの 設 立経 緯 を整 理 す る。 その 際 、必

要 に応 じて 、Yさ ん が2006年 に フ リー ス クー ルZの 設 、k経緯 につ い てll}:いた 冊.∫・と、Yさ

んが 受 けた イ ンタ ビュー を も とにll}:かれ た ルポ ル ター ジュ を、そ れぞ れ参 考資 料 と して使

用す る(∫ ・どもとゆ く編集 部2006;増 田1999:4-24)。

3-1-llll間 部 へ の移 転前.一 フ リー ス クー ルの設}Zと 盛 況期

フ リー ス クー ルZの 代 表者 であ るYさ ん が、1990年 に フ リー ス クー ル を設 、Zしてか ら、

2007年 で18年lliに な る1、Yさ ん は、 フ リー ス クー ルを立 ち ..ヒげる前 には、13年 間に わた り

公 、Z小学校 の教 師 を して お り、最 後 の3年 間 を 「障 害児学 級 」 の担 任 と して過 ご した、=、そ

して 、Yさ んが現 在 掲 げ る 「必 要 な こ とこそが 学 び」 とい うモ ッ トー は、 そ の'li時 、 障 害

を もつ 了・ど も達 が 、 自分 とは まっ た く異 な る 感受 性 を もって い る こ と を 目に した際 に、
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「必要なことはその子 どもが選び、 自分 らしいや りかたで学んでい く」 と思 うようになっ

たことが きっかけで生まれたと言 う。

ところで、Yさ んが教師 を していた約30年 前の教育現場 の状 況は、養護学校の義務化

(1979年)や 「日の丸 ・君が代」 問題な どをめ ぐって、いわゆる 「管理教育」体制が厳 し

くな り始めていた頃だった。 とりわけ、その当時 に 「障害児 を普通学校に」 と行政に対 し

要求す る運動や、反原発運動へ の参加 をとお して学校の外部 との人間関係がで きると、Y

さんは、「学校の先生であるがゆえの窮屈 さが イヤになった」。 しか し、Yさ んにとって教

師は、「子 どものときか らずっ となりたかった」職業であ り、「幼い子 ども二人をかかえて

いた母子家庭である自分の生活 を考えると簡単 に退職で きる状況」では、まった くなかっ

た。

そ うしたなか、Yさ んは、1988年 に、関西地方でフ リースクールをされていた人たちと

出会い、 「ぼんや りとオルタナティブな道 もあるのではないか」 と思 い始めた。同年 こう

した人々からの熱心 な薦めもあ り、小学校 を退職 してか ら二人の子供 を連れて、およそ10

ヶ月かけアメリカのフ リースクールを訪問 して まわった。 そ して、 アメリカに滞在中に、

オレゴン州で開催 された、NACSと い う 「オルタナテ ィブ」な教育機関が集 う集会に参加

した際、 「オル タナテ ィブウェイとはこうい うことか」 と大変驚いたことが、 フリース ク

ールを自分で設立 しようと考 える原点 となったu%

こうして、 日本 に帰ってか ら、1990年 に京都市 内にあるYさ んの 自宅で 自らフリース ク

ールを立ち上げることになった ものの、設立当初、フリースクー ルの運営 に関 して苦労す

ることが多かった。たとえば、設立当初フリースクールZに 通っていた生徒は、「障害児教

育の運動で知 り合 った親子、 もとの学校の教え子、京都にオル タナティブスクールを求め

ていた欧米人の親子 とか」 を合わせ ると50人 近 くお り、「外国人、帰国子女、不登校、障害

児、 ドロ ップアウ ト」q2)など実に様々な生徒が在籍 していた。その一方で、 日本人の保護

者には容易 に 「フリースクール」なる教育形態 を理解 してもらえなかった。 とりわけ、設

立当初に生徒 との接 し方に関 してもっとも悩んだことは、「教師というあ り方が抜 け切れな

。D具体的に、当時アメリカのロサ ンゼルスで出会った 「プレイマウンテンプレース」というフリー

スクールについて、Yさ んは以下の ように述べている。「プレイマウンテンプレースでは、年齢の違う子ど

もたちそれぞれが一緒の場所で、生き生きと自分がやりたいことを目指 して行動 している。その学びが、

子供自身の責任感とか何かを選択する力 とか意志力を育てるとかそうしたことにきちんとつながっていく

んだということを、 目の当た りにしたんです。今振 り返ってみるとこの出会いは、当時自分も迷いの中に

あって自分探しをしていた時代だったので、私にとってはショッキングな出来事で した」(増 田1999:8)な

お、このフリースクールは、当初親同士が、3、4世 帯が集まって共同保育をするなか、その延長ででき

た学校であ り、卒業すれば、公立学校と同 じ資格がもらえた。
(12}Yさ んの話では

、多い時には、「外国人の子供たちが半分、もう半分が不登校の子供たちだった」

と言う。
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かった」 と話 し、ルポルタージュの中でも以下のように述べ られている。

やは り、先生をしていた時期が長かったか ら、『わか らないことを、わか らないんだか ら子ども

たちに教 えてあげ るんだ』 とい う部分が強 く残 っていたんですね。そ うした ら、子 どもか ら

「そうじゃない、自分 自身でや ることをみつけたいんだ。 自分自身で変わ りたいんだ』 と、突 き付

け られました。わかっていなかったんですね、私も(増 田1999)。

この点 は、本節の冒頭であげたフリースクールZの 教育 目標 のなかで も、「自分で 自分

のことを決める」 ことが、 フリースクールZに おいて もっとも重要な価値だ とされている

という点 と対応 している。 また、子 どもが既存の学校に通 うことを自己決定す ることにつ

いて、筆者が尋ねた際 も、Yさ んは次のように話す。

筆者 「先ほどおっ しゃった 『自分で 自分 のことを決める』っていうこ とについて、少 し失礼 な

ことを言 うかもしれないのですが、生徒が 自分で 『学校に通 う」って言 う場合にも、それは一つ

の決定 ということになるんで しょうか」

Yさ ん 「そうですね。ただ、その時には、 もう 『みんなが行 くから」(学 校 に行 く)っ てい うこ

とじゃないと思います」(括 弧内筆者)

この ように、フリースクールZで は、あ くまで 「学校 に行 くかどうかは生徒が決める」

ことになっているとYさ んは説明し、「学校 に強制的に戻す ことは念頭 においていない」 と

語る。その上で、生徒に対 し徹底 して 自分で決め させることにこだわ り、成果よ りも 「な

ぜ勉強 しなければならないのか」 という学習のプロセスを考え抜 くことこそが、結果的に

学習成果をともなうことにつながると説明する。

こうして設立か ら3年 がたった1993年 頃には、生徒 人数が増え始め、Yさ んの家では、

手狭 になってきた。そのため、それまで使用 していた自宅の隣の空 き屋 を借 り、それをブ

リースクールの建物 として利用することにした。その頃には、外国籍の生徒数は減ってお

り、生徒のほ とんどが 日本人だった。なお、外国籍の生徒が減少 した背景 としては、Yさ

んによると、1992年 の文部省か ら出された 「文部省初等中等教育局長通知」を受け、 日本

人の保護者の間に 「『がっこ うにいけないかわいそうな子 とその親たち』としてではな く、

自立 した一市民 としてわが子の教育 を考 えていこうという姿勢」が浸透 して きたことが考

えられると言 うq3}。

{L3)そう したなか
、京都市では、1994年 ごろから教育施設の割引使用、学割、通学定期券の発行、在

籍校への出席扱いが認められるようになっていった。 しか し、こうした文部省の支援について、Yさ んはあ

くまで 「不登校支援」であり 「オルタナティブな教育機関に対する支援」ではないという意味では、まだ

まだ民間の教育機関に対する理解は得 られていないと語る。
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ついで1996年 頃になると、今度は、設立 当初 にはまだ小 さかった子 ども達が大 きくなっ

て きたため、Yさ んの小 さい一軒家の中では、「エネルギー発散」が難 しくなってきた。 と

くに、「ハ イティーン」 とYさ んが呼ぶ高校生以上の年長者 と、中学生以下の小 さい子 ども

たち狭い場 を共有す ることの問題や、年長者か ら年少者への悪影響q4)の 問題、そ して読

書などを 「落ち着いてしたい」 という子 ども達が出てきた。その結果、当時Yさ んが借 り

ていた隣家の大家 さんか ら誘いのあった、京都市の山間部 にある空 き屋への移転が、ブリ

ースクール内で話 し合われた。その中では、ほとん どの子 ども達が空 き屋への移転に賛成

だった。 しか し、一部の生徒か らは、 「駅か ら遠いので交通費が高 くなるこ とや送迎用の

車の維持 費のこ と、朝が遅いタイプの子が来 られなくなるのではという心配があった」た

め、暫定的に、1週 間の うちの数 日間を、山間部の空 き屋で過ごすことに した。

3-1-2山 間部へ の移転後 生徒の減少期

しか しなが ら、山間部の空 き家への移転以降、だんだん とフリースクールZの 活動へ と

参加す る子 どもの数は減っていった。 と りわけ、「正午近 くにきて仲 間とお しゃべ りをし

なが ら弁当を食べ、 みんなでゲームをして暗 くなってか ら帰 っていたハイティー ンたち」

は、だんだん と来な くなった。彼 らは、時 間と交通費 をかけて、市の中心部か ら遠 く離れ

た移転先 まで来 るのが、「めんどうくさい」 と言って、単位制、通信制、夜 間高校 などに

行った り、バイ ト生活 をした りして、「友 だち と楽 しくや り始めた」 と言 う。その一方で、

移転 にのってきたのは、小中学生を中心 とした10人 くらいだった(15}。

以上のような移行期をへて、2000年 以降、山間部の移転先に限定 してフリースクールZ

は運営 され るようになってお り、2006年 現在で、生徒数7人 での運営状 況にいたってい

る。

ところで、近年Yさ んは、フ リースクールZを 見学に訪問する親子 の言動に対 して大い

に考えることがあると言 う。それは、彼 らが 「内向きな家族志向」を有 している点であ り、

Yさ んは、 このこ とについて以下のように書いている。

働Yさ んによれば
、喫煙やゲームセンターの利用などがあげられる言う。

㈹ こうした 「ハイティーン」とのやりとりを経験 したせいか
、フリースクールZに おける 「卒業」

について、Yさ んは、「たとえばもう自分は、野球はいいなあ、 とかそういう時間が増えてきたとき」 と話

し、「より外の世界」に関心が向いた時に、生徒はフリースクールZを 必要としなくなると説明する。また、

フリースクールZの 卒業生の進路についてYさ んは、現在 「刀鍛冶屋」に就職した卒業生(25歳)の 例 を

紹介する。その卒業生は、在籍時から 「泥で窯をつ くって、薪割 りして、そこらへんの鉄 をひろってきて

焼いては トンテンカンテン、 トンテンカンて刀にしてしまう」ことが大好 きで、「あきたらなくて自分で探

して本物の刀鍛冶屋に就職した」 と言う(子 どもとゆく編集部2006:15)。
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自由な教育 を求めてやって くる次世代の親子 は食べ物 もの も自分 でつ くる、子育て も自分です

る。エコロジー ライフを実践 して、質素な生活、 自然 と共生、 自然育児、子 どもを支配す るので

はな く、子 ども意見表明権 を尊重 して、夫婦の関係 も平等で、素敵だなあと感心 させ られる。 そ

ん な彼 らにフ リースクー ルZの 仲 間になっても らいたい と私は心か ら願 っている。だが彼 らは

「フリースクールZに はこう育って欲 しいという 『理想のフ リース クールZ子 ども像』があって、

ある価値 を押 しつ けられているみたい」とい う(子 どもとゆ く編集部2006:18)(「 フ リースクール

Z」 の箇所には実名が入る)。

つ まり、Yさ んは、 フリースクールが場所 を移転す る際に、結果的に 「ハ イテ ィー ン」

の青年達を 「ふ るいにかけた」 ことで、「フリースクールZが 目指す社会が明 らかにな り、

共通の価値観 をみんなで築 き上げることがで き」、 自分が 目標 とするような 「自分で 自分

のことを決め られる」子 ども達が集まるフリースクール像へ と、近づ くことがで きたと言

う。 しか し、その一方で、 こうした 「一体感」 をもつ フリースクールZに 対 し、新規 に入

学を希望する親子には、「学校みたい」や 「『正 しさ』の押 しつ けみたい」 というように閉

鎖性が感 じられるというわけである。

ただ し、Yさ んは、 フリース クールZに 閉鎖性が感 じられて しまうということも、ある

種の 「時代の流れ」であ り、「フ リースクールZ自 体は、子 どもの人権 を保 障 し、一人一

人の子 どもに対等に向きあうというこ とでは、昔か ら変わ らないつ もりです」 と話す。 こ

の点 につ いて、Yさ んは、次の ように記 している。

現状 では子 どもが少 なくなって きて、 フリース クールZも このまま消滅す るかも しれない。そ

れ も一つの結果か もしれない。 しか し、社 会が どん どん 「個別化」 をすすめてい くなかで、子 ど

もも大人 も、群れて何かを主張 していかないとどんどん呑 まれて しまう気がする。ひ とりは弱 い

(子 どもとゆく編集部2006:19)。

このように、 フリースクールZの 将来 につ いてYさ んは、「個別化」 と表現 されるよう

なフ リースクー ルZを とりま く社会状況 の変化 によって、「今いる子 たちの後継者が な」

くな り、今後フ リースクールZ自 体がなくなって しまうか もしれないと話す。ただ し、た

とえ今後そうなるとしても、Yさ んやフリースクールZが これまで築いて きた人間関係は

大事 に残 してい きたい と考 えてお り、「今後 どうしていったらよいのか一緒 に考 えて くだ

さい」 と筆者に話 した。

最後に、筆者が、日本の フリースクールのあ り方について尋 ねた際に、Yさ んは、「ブリ

ースクールをしていたら不登校の子 どもが集 まって きた」 と語 り
、 フリースクールZの 設

立当初か ら、 「不登校」児童生徒の受 け入れに限定 した施設の開設を 目的 とはしていなか

った と説明す る。その一方で、「日本 のフリース クールは 『居場所』 と呼ばれる点で、い
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わゆるフリースクール(freeschool)と は違い ます」 と語 り、近年 フリースクールが 「一

般名詞化」 して きた と言 う(括 弧内筆者)。 つま り、フ リースクール運動の起源だ とされ

るイギリスのサマーヒル学園などのように(山 崎1998)、 明確 な教育理念 と教育方法をも

った 「固有名詞」 としての存在か ら、フリースクールがたんなる 「不登校のための民間施

設」へ と変化 して しまったと考えている ⑯。それ と同時に、フリースクールZ自 体 につい

ては、「今 日あったものが、明 日ないってん じゃまずいわけだか ら」 と言及 し、民間の教

育施設に対する支援が厳 しいなか、18年 間継続 して きたことの自負 を語 る。

3-2現 在の活動内容

次 に、筆者が参加 した活動に関す る記録(2006年9月14日 と21日 の2日 間分の フィール

ドノー ト)を もとに、 フリースクールZの ある一 日(9月21日)の 活動内容ついて記述す

ることで、現在のフリースクールZの 活動内容 を見てみ よう 〔'7)。

この 日の活動内容は、フリースクールの外部か ら講師を招 き、屋外で染め物(「 野染め」)

を行 うというものだった。参加 した生徒 人数は7名(途 中参加1名)で 、参加 スタッフは

Yさ ん、Cさ ん(ス タッフ歴14年)と もう一人のス タッフの3名 だった。 なお、当 日の活

動は、京都市か らの助成事業の一環 とい うことで、筆者は参加費を免除 して もらった。

まず、 フリースクールAで は、「朝の会」か ら一 日が始まる(10時15分)。 朝の会では、

その 日の活動内容 について生徒各 自が、司会役 の生徒 に対 して発言 してい き、それを 「日

誌」に書 き留めてい くことが 日課 となっている。その後、 しばらくの間、講師が染物 にた

ず さわるようになった経緯を聞いた後、生徒達は、講師の指示に したがい屋外(庭)に 出

て、す ぐに染め物を開始するq81。 その作業中ずっ と、スタッフのKさ んが、京都市教育委

員会に提出するために、写真 を撮 っていた。

昼食の時間になると、生徒達は各 自お弁当を取 り出 し、大 きなテーブルを囲んで食べ始

める(12時30分)。 この 日、講師に対 してはYさ んが昼食をつ くり、講師 はス タッフとと

⑯ ただし、「不登校」児童生徒の受け入れに特化 したという意味で 「一般名詞化」 したフリースク
ールについても、「いいんちゃいますか。そういうことも、必要なことだと思います」というように、それ

らを否定する立場はとっていない。
㈱ フリースクールAの 場所は、市内から離れた文字通 り 「山に囲まれた」場所にあ り、建物は古い

が、台所と大部屋、そ して奥の部屋(パ ソコン部屋)か らなる比較的大きな日本家屋である。水道はなく、

かわって山水をひいてそれを使用している。 また、台所にはガスコンロはあるが普段は大型のストーブを

使って料理などを行う。
q8)講師が、その 日使用する染料の材料として海草の名前をあげた時、「それって、ジャイアント・

ケルプやろ」と即座に指摘するように、植物についてずいぶんと詳しい生徒がいた。
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もに食べていた。生徒達の話 によると、調理の 日以外は、基本的に皆家か ら弁当を持参す

るということである。昼食後、 トランプや、将棋、 オセロを して遊ぶ。なかでも一部の得

意な生徒は、 ジャグリングや剣玉、ルービック ・キューブをす る。筆者 も生徒達に加わっ

て トランプをす る。

遊びが一段落す ると、外に集合 して再 び講師の話 を聞 く。最初、講師は、色鮮やかに染

め られた布を見なが ら、染め方や仕上が りの様子な どについて説明 していたが、途中か ら、

HIV感 染 者の支援 ボ ラ ンテ ィア を してい るとい う話 を し始 め る。具体 的に、講 師は、

「且IVを カ ミングアウ トした同性愛者」 の話や、実際にHIVの 感染で亡 くなった患者を追

悼する 「メモ リアル ・キル ト」 について、実物 を見せ なが ら説明 をする。講師は、「今 日

みんなで染めた布をみるたびに、こうした人のことを思いだ して欲 しい」 と説明 したq9}。

講師が帰 ってか らは、再び屋 内に戻 り、生徒達はメダカの観察結果について、パソコン

を使って レポー トを作成 し始める。ス タッフのCさ んが、一度だけ生徒達の進み具合を確

認 しにきたが、パ ソコンの使い方に関す る説明以外は、具体的な指示をほとんどせずす ぐ

に去っていく。その間、生徒たちは話 しあいなが ら熱心 にレポー トを作成 していた。

その後、終了の時間(16時)に なり、終わ りの会 をして解散す る。終わ りの会では、翌

日の活動内容が話 し合われ、決定される。その際、11月 に予定 されている文化祭のスケジ

ュールと出 し物の内容 について、スタッフと生徒で話 しあわれる。なお、現在のフリース

クールAが ある場所(移 転地)が 、最寄 りの駅などか ら離れた場所 にあるため、生徒達の

多 くは、マウンテンバイクで通学 している(た だ し、一部には保護者に車で送迎されて通

う生徒 もいる)。 帰る際に、ある生徒 が 「じろう君 は、普通に高校 に行 ってたんや んなあ」

と尋ねて きた り、あるいは 「大学 って学校 の中で一番面 白いって言 うやん」 と話 した りす

るなど、見学者などが来 るたびに、「外部」の公立学校 について質問 している様子だった。

4.考 察一 「変 わらないこと」の逆説 とフリースクールのソフ ト化

以上の分析 をふ まえ、本研 究が取 りあ げた フリースクールZの 事例 に関 して考察 を行

う。

最初に、Yさ んに対す るイ ンタビュー結果か ら、 フリー クールZは 、「不登校」児童生徒

のみ を受け入れるのではな く、子 ども達の教育権 を保障す る一つの 自律 した 「学校」であ

ることを 目標 としつつ、様 々な背景 をもつ子 ども達(在 日外国人、 ドロップアウ トな ど)

(L9この 日の活動内容については、HIVの 話 をふ くめて、写真付きでフリースクールAの ホームペー

ジに掲載された(2006年10月15日 現 在)。
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を受け入れて きたことが確認で きる ⑳。

しか しなが ら、子 どもの教育権や自己決定権の尊重 という明確な教育理念をもつスクール

Zの 活動 は、1990年 代以降、文部科学省による教育施策が弾力化するなか(第2節)、 生徒

数が激減 しその運営の存続が きわめて困難になって きていると考えられる(2D。たとえば、Y

さんが、フリースクールZへ の参加 を希望 し見学 してい く親子がフリースクールZに 対 し、

「学校みたい」や 「『正 しさ』の押 しつけみたい」 とい う感想 を残 してい くと語 っていたと

ともに、「現状で は子 どもが少 な くなって きて、 フリース クールZも この まま消滅するか

もしれない」 と語っていた点が、それを裏付けている。つま り、本来、子 ども主体の教育

活動 を行 うことを目標 とす るフリースクールZが 、既存の学校制度のあ り方が柔軟化 しつ

つあるなか、外部社会か らすれば、逆説的にも子 ども達に とって抑圧的な もの(「 学校 ら

しい」 もの)と みなされるように、大 きく変化 してきていると考 えられる。

こ うした危機 的な状況のなか、 フリースクールZ自 体が行政機 関(京 都 市教育委員会)

か らの委託事業(22)を 引き受けていることは(3-2)、 「欧米型」のフリースクールZの 変容

過程 を考察する上で、大い に注 目すべ き点である。 なぜ なら、Yさ んが、 フリースクール

Aが 定期的 に発行 している 「通信」(1月 号)の 中で、「したたかにつ きあ ってい きたい」

と書 いているように、 フリースクールZは 、 フリースクールの運営 を継続 してい くため、

行政機関に対す る態度 を転換 させているように思われ るからであ る。 こうした、 フリース

クー ルの 「転向」は、1980年 以降、 日本の教育制度が 「個性」尊重や教育の多様化を打ち

出 してい くなかで、教育活動を継続 してい くための 「ソフ トな抵抗」だ と考え らえるだろ

う(松 田1996)。 ただ し、フリースクールZに よる 「ソフ トな抵抗」が継続的に展開され、

成功 してい くか どうかについては疑問が ある。なぜ なら、Yさ んが、フリースクールZが

「消滅す るか もしれない」 ことを 「時代の流れ」 として容認 しているように、「正統なオル

タナティブ」 としての 「自負」 を持ち続 けることが、フ リースクールの存続 を断念させ て

しまうことにつなが りうると考 えられるか らである。

〔20,これは、今日教育基本法が改正され、「愛国心」のあ り方をめぐり、教育現場への 「国家の介入」

がさかんに議論されるなか、 きわめて重要な点だと考えられる。
〔2P実際に、フリースクールZで は、生徒数が約50人 から現在の7名 へ と激減 している。
(22)なお、この委託事業の趣旨とは、2006年1月 以降、京都市教育委員会が、京都市内にある2つ の

民間施設(フ リースクールZを ふ くむ2施 設)に 対 し、「不登校に関わる民間施設のノウハウを生か し、効

果的な不登校対策を行 うため」(京 都市教育委員会生徒指導課HP)に 、フリースクールZに は体験活動事業

を(自 然体験、演劇)、 もう一つのフリースクールには家庭訪問事業を委託するというものである。
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5お わりに

本研究が ここまで見て きた ように、1990年 代以降、日本社会において、文部科学省をは

じめとする行政機関と民間施設との連携が進行 し、民間施設に対する教育政策は大 きく転

換 し弾力化 している。 こうしたなか、欧米社会の事例 にな らいなが ら 「オルタナティブ」

として自らを位置づ けるフ リースクールZが 、衰退 を余儀な くされていた。つ ま り、先行

研究では 「特殊」な もの として批判 されて きた 「日本型」 フリーススクールこそが、む し

ろ 「正統なもの」 として受容 されつつあるように、フリースクールを取 り巻 く社会状況が

変容 していると考え られるのであ る。 この点 に関 しては、あらためて 「日本型」 フリース

クール自体 の変容過程 をとお して考察 したい。 また、フリースクールZの 事例 は、フリー

スクールZの 代表者であるYさ んが、生徒数の減少に関 して言及 していたように、社会が

「個別化」 してい くとされ るなかで、教育 というどこまで も集団にかかわる営みを、いか

にして再組織化 してい くかということを議論 してい くための出発点 とな りうるだろう ㈱。

最後に、今後の展望 としては、 フリースクールという教育実践 をとらえる理論的な枠組

み を整理するとともに、 フリースクールの多様性に注 目した実証的研究が期待 される。
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The Transformation of Western-type Free Schools in 

Contemporary Japan: A Case Study on Kyoto City

Jiro MORITA

     Free schools in Japan have been regarded as "alternative schools" of the existing 

public education system since the 1980s. 

     According to the reference literature in the field of sociology, free schools in 

Japan are classified into two types: 1) Western type and 2) Japanese type. Sociologists 

generally believe that the Western type is superior to the Japanese one, because the 

former's potentiality can reform the current education system by abolishing the 

hierarchy between teachers and students. In contrast, the latter is regarded only as a 

supplement of power of the oppressive public education system in the sense that it 

always accepts "futoko" children (students who refuse to affend school) and seems to be 

conservative. 

     However, these arguments have completely overlooked how the Western type of 

free schools has been so far changed to Japanese contexts. 

     Therefore, through participation-observation and interviews in a free school in 

Kyoto City, this study examines the changing process of the Western-type free school. 

The survey objective is to reconsider the possibility and limitation of free schools in 

Japan as an alternative of the existing standardized public education system. 

     This results suggest that Western-type free schools have gradually declined, 

because Japanese society has not actually accepted the strong faith of teachers and 

students in reforming the Japanese education system. Moreover, another reason is 

that the Japanese government has begun to support Japanese-type free schools 

financially and politically since the number of "futoko" children started to increase in 

the early 1990s.
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